
 

第１号議案 

 

令和７年度加東市一般会計補正予算（第７号） 

 

 令和７年度加東市の一般会計の補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ７８８，６２４千円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ２４，９５９，１３１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

  令和８年２月２６日提出 

加東市長 岩 根  正  
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（追加） （単位　千円）

10 教育費 5 社会教育費 明治館管理運営事業 10,455

第 ２ 表 繰 越 明 許 費 補 正

款 項 事　　　　業　　　　名 金 額

2 総務費 1 総務管理費 まち活性化推進事業 87,104

2 総務費
3 戸籍住民基
本台帳費

戸籍住民基本台帳事務事業

4 衛生費 1 保健衛生費 水道事業会計補助及び出資事業 16,236

5,649

6 農林水産業費 1 農業費 基盤整備促進事業 23,707

10 教育費 1 教育総務費 小中一貫校整備事業 1,319,644

6 農林水産業費 1 農業費 団体営農業用施設等整備事業 7,461

6 農林水産業費 1 農業費
地域農業水利施設ストックマネジメント事
業

40,126

8 土木費 2 道路橋梁費 橋梁長寿命化修繕事業 56,339
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（追加）  （単位  千円）

基幹水利施設ストックマネジメント事業（加古川西
部Ⅳ期地区）

令和１０年度まで 924

第 ３ 表 債 務 負 担 行 為 補 正

事 項 期 間 限 度 額

水利施設管理強化事業（加古川西部Ⅱ期地区） 令和１１年度まで 600

小学校施設整備事業（社学園小学校　複合遊具設置
工事実施設計）

令和８年度まで 803
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（追加） （単位　千円）

第 ４ 表 地 方 債 補 正

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利 率 償　還　の　方　法

一 般 公 共 事 業
（補正予算債）

4,200

一 般 補 助 施 設
整 備 等 事 業
（補正予算債）

43,400

防 災 ・ 減 災 ・
国 土 強 靭 化
緊 急 対 策 事 業
（補正予算債）

49,700

こども・子育て
支 援 事 業

1,100

 普通貸借又は
 証券発行
 
（他の地方公共
団体との共同発
行を含む。）

       4.0%以内

　ただし、利率見直し
方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体
金融機構資金につい
て、利率見直しを行っ
た後においては、当該
見直し後の利率とす
る。

　
　政府資金については、その融資
条件により、その他の場合は債権
者と協定するところによる。
　ただし、市財政の都合により据
置期間若しくは償還期限を短縮
し、繰上償還し、又は低利に借換
えすることができる。
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（変更） （単位　千円）

補正前と
同じ

 4.0%以内

　ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる政
府資金及
び地方公
共団体金
融機構資
金につい
て、利率
見直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率と
する。

償還の方法

水道事業会
計出資事業

19,500 22,900

起債の目的
補 正 前 補 正 後

限度額 起債の方法 利率 償還の方法

88,800 83,400

公共施設等
適 正 管 理
推 進 事 業

1,563,000 1,544,900

 普通貸借
 又は
 証券発行

（他の地
方公共団
体との共
同発行を
含む。）

　政府資
金につい
ては、そ
の融資条
件によ
り、その
他の場合
は債権者
と協定す
るところ
による。
　ただ
し、市財
政の都合
により据
置期間若
しくは償
還期限を
短縮し、
繰上償還
し、又は
低利に借
換えする
ことがで
きる。

補正前と
同じ

補正前と
同じ

限度額 起債の方法 利率

31,500

地域活性化
事 業

8,100 4,700

学校施設整
備 事 業

364,300386,300

土 地 改 良
事 業

81,100 26,000

公 営 住 宅
建 設 事 業

74,500 89,100

防災施設整
備 事 業

39,500

道 路 整 備
事 業

42,900 31,600

緊急防災・
減 災 事 業
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１　特別職

２　一般職

（１）　総括

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（　）内は、短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の人数について外書きしたもの  

職 員 数

（人）

比  較

長　　等 0 0 0 0

議　　員 0 0 0

 

 

0  

191,675

191,675

0 0

0

23,200

△ 75

744,6541,692

722,667

26,703

△ 90

(千円）

住  居

備 　　　  考

通  勤 単身赴任

17,615

0

129,014

109,071

6,820

勤務手当

(千円）

0

0

手　  当

給            与            費

共　済　費

18,285

4.65

手　　  当
時 間 外特殊勤務 期末・勤勉

38,229 8,460

27,740

65,125

補正前

長　　等

そ の 他 の
特 別 職

2,136

3 28,031

そ の 他 の
特 別 職

2,047 122,948

計

15 65,125

188,073 28,031

議　　員

（千円）

24,025262,793

議 員 15

長 等 3

区     分 職員数 給　　料 期末手当

2,065 38,229

補正後

8,460

報　　酬
期末手当
年間支給

率

28,031 12,568

（月分） （千円）（人） （千円） （千円） （千円）

0

118,286

113,233

5,053

共 済 費 合　　計

給               与               費

手  当

(千円）

△ 21,987

4.65 8,460 49,059 5,740

25,661 90,7864.65

49,059

その他の
手　当

計

（千円）

0.00

55,879

293,964

△ 1,080 △ 1,0800

8,460

備 考

54,799

129,014

268,859 25,105

（千円）

286,818

109,071

23,125 0

給　　料 職員手当 計

(千円）

退　職

手　当

（千円）

3,026,965

3,050,855

△ 23,890

520,794

518,120

2,674

3,547,759

3,568,975

△ 21,216

(千円） (千円）

補正後

管理職

26,613

地　域
手  当

(千円）

△ 161

898

0

(千円）

比  較

補正前

手  当

(千円）

管理職員
特別勤務
手　　当

扶  養

区　分 手  当

給   与   費   明   細   書

区  分

△ 7,146計 △ 89 △ 6,066

0

そ の 他 の
特 別 職

△ 89 △ 6,066 △ 6,066

0 △ 6,066 △ 1,080

合　　計

0.00

△ 6,066

18,28525,661 4.65 90,786

17,615

(287)

(1)

445,880

△ 6,226

1,395,396

△ 404

12,568

27,579

(千円）

手　　当手  当

122,948

1,692

計 2,154 194,139

　

28,031

職員
手当
の

内訳
62,169

62,169

0

898

122,948

補正後

補正前

比  較

355

355

1,192,319

1,209,579

△ 17,260

(288)
439,654 1,394,992

0

0

129,014

報　　酬
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（　）内は、短時間勤務職員の人数について外書きしたもの  

　イ　会計年度任用職員

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）  

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） （千円）

（　）内は、パートタイム会計年度任用職員の人数について外書きしたもの

（２）　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

　ア　会計年度任用職員以外の職員

区   分   増 減 額 （千円） 増  減  事  由  別  内  訳（千円） 説           明 備　　考

17,615

区  分
職 員 数

給            与            費

共　済　費 合　　計
備 　　　  考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

27,740

比  較

19,812 756 106,286 459,111

△ 90 0 5,253

（人）

(10)
補正後 1,098,641

(10)

0

補正前

比  較

288

区  分
職 員 数

給            与            費

288
(0)

職員
手当
の
内訳

区　分

管理職 管理職員
特別勤務
手　　当

手  当

(千円）

27,579 23,125

扶  養
手  当 手  当

(千円）

補正前 62,169 898

補正後 62,169

(千円） (千円）

898

0 0 △ 161

23,200

備 　　　  考
報　　酬 給　　料 職員手当 計

3,806

手  当 手　　当 勤務手当
住  居
手  当 手　当

通  勤 特殊勤務

共　済　費 合　　計

6,480

時 間 外

367,008

364,334

2,674

2,361,361

2,354,881

地　域

455,59419,722 756 111,539

(千円）

　給与改定に伴う増減分

17,615

176,715

176,715

△ 3,517 00△ 75

1,096,245

2,396

895,712

894,302

1,410

1,994,353

1,990,547

職員手当 1,410
　制度改正に伴う増減分

1,410 執行見込みによる増　その他の増減分

　その他の増減分 2,396 執行見込みによる増
給    料 2,396

（人）

補正後

期末・勤勉 退　職

(千円） （千円）(千円） (千円） (千円）

単身赴任
手　  当

(千円）

手　　  当

(278)
439,654 296,351 296,607 1,032,612 153,786 1,186,398

67

補正前
(277)

445,880 299,151 315,277 1,060,308 153,786 1,214,094
67

比  較
(1)

△ 6,226 △ 2,800 △ 18,670 △ 27,696 0 △ 27,696
0

職員手当
の 内 訳

区　分

通  勤 特殊勤務 時 間 外 休日勤務 期末・勤勉 退　職
手  当 手　　当 勤務手当 手　  当 手　　  当 手　当

補正後 6,891 936 6,747 267,073 14,960

補正前 6,891 936 6,947 285,543 14,960

比  較 0 0 △ 200 △ 18,470 0
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　会計年度任用職員

　その他の増減分

　  

区   分   増 減 額 （千円） 増  減  事  由  別  内  訳（千円） 説           明 備　　考

△ 6,226 執行見込みによる減

給    料 △ 2,800
　給与改定に伴う増減分

報　　酬 △ 6,226
　給与改定に伴う増減分

　その他の増減分

職員手当 △ 18,670
　制度改正に伴う増減分

△ 18,670 執行見込みによる減

　その他の増減分 △ 2,800 執行見込みによる減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

68



第１号議案 説明資料 
 
 
 
 
 
 

令和７年度 
 

加東市一般会計補正予算（第７号）補足説明書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

69



1　主な歳出補正予算の概要 （単位  千円）

P.23 ふるさと納税推進事業 △ 66,583 0 0 0 △ 66,583
寄附見込額の減（△1.5億円）に伴い、返礼品の発
送等に要する経費を減額します。

△ 4,014 その他、執行見込みにより事業費を減額します。△ 7,414 △ 3,400

P.25・
26

まち活性化推進事業

87,104 43,425 43,400 279

【国補正予算関係】
国補正予算による交付金を活用して実施する下川
周辺の整備等に必要な工事請負費85,634千円、備
品購入費509千円、消耗品費961千円を追加しま
す。
＜資料No.1＞

財源：国庫支出金【地域未来交付金（地域未来推
進型）】43,425千円（補助率50％）、市債【補正
予算債（一般補助施設整備等事業債）】43,400千
円（充当率100％、交付税措置率50％）

0 △ 3,735計 79,690

増額する一方、ふるさと納税の年間寄附見込額の減などにより寄附金を１５０，０００千円、公共施設整備基金繰入金及び財政調整基金繰入金の減

などで繰入金を１，０８８，５５８千円減額いたします。

　歳出予算では、事業の執行見込みにより民生費を１５２，０８０千円、農林水産業費を２２３，５７６千円、教育費を１２６，９６８千円減額い

たします。

　令和７年度加東市一般会計補正予算（第７号）は、下川周辺の整備に必要な工事請負費や物価高騰の影響を受けている保育施設等を支援するため

の保育施設等物価高騰対策一時支援金などを追加するとともに、事業完了などによる不用額を減額する補正予算を編成いたしました。

　補正予算の規模は、７８８，６２４千円の減額とし、一般会計の総額を２４，９５９，１３１千円といたします。

　歳入予算では、個人市民税の収入見込みなどで市税を７９，３３０千円、国税収入の増に伴う普通交付税の増で地方交付税を６４４，５６５千円

事項別
明細書

事業名 補正額
補正額の財源内訳

補正概要
国県支出金 地方債 その他 一般財源

43,425 40,000
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事項別
明細書

事業名 補正額
補正額の財源内訳

補正概要
国県支出金 地方債 その他 一般財源

計 △ 56,457 △ 29,161 0 0 △ 27,296

P.41・
42

保育所運営事業

4,187 4,187 0 0 0

県が物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金に
より実施する社会福祉施設等における光熱費等高
騰対策を活用し、物価高騰の影響を受けている保
育施設等を支援します。
＜資料No.2＞

財源：県支出金【保育施設等物価高騰対策一時支
援事業補助金】4,187千円（補助率100％）

△ 60,644 △ 33,348 △ 27,296 その他、執行見込みにより事業費を減額します。

財政調整基金事業 47,211 0 0 0 47,211

令和7年度普通交付税再算定により追加交付された
臨時財政対策債償還基金費を減債基金に積み立て
ます。積み立てた基金は、臨時財政対策債の償還
に係る財源として、令和8年度及び令和9年度に取
り崩します。

50,072 37,552 0 0 12,520

サービス利用者の増加により障害者自立支援等給
付費を増額します。

財源：国庫支出金【自立支援給付費等国庫負担
金】25,035千円（負担率50％）、県支出金【自立
支援給付費等県費負担金】12,517千円（負担率
25％）

P.28

P.37

△ 12,705 △ 9,391 △ 3,314 その他、執行見込みにより事業費を減額します。

計 37,367 28,161 0 0 9,206

自立支援給付事業
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事項別
明細書

事業名 補正額
補正額の財源内訳

補正概要
国県支出金 地方債 その他 一般財源

計 △ 150,949 △ 96,608 △ 28,600 △ 22,643 △ 3,098

地域農業水利施設ストックマネ
ジメント事業

3,000 2,441 417

県の予算再配分により、大畑地区の五反田井堰、
用排水路改修に係る工事請負費16,273千円を追加
し、前倒して実施します。

財源：県支出金【地域農業水利施設ストックマネ
ジメント事業補助金】10,415千円、分担金【地元
分担金】2,441千円、市債【一般公共事業債】
3,000千円（充当率90％、交付税措置率22％）

△ 167,222 △ 107,023 △ 31,600 △ 25,084 △ 3,515

執行見込みにより、五反田井堰、用排水路改修に
係る設計委託料3,193千円、木梨地区の和田井堰改
修に係る工事請負費164,029千円などを減額しま
す。

P.48

16,273 10,415
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２　繰越明許費の概要

（追加） （単位  千円）

款 項 事　　　　業　　　　名 金　　額 繰　　越　　理　　由

2　総務費
3　戸籍住民基本台帳
費

戸籍住民基本台帳事務事業 5,649
国の補正予算による補助金を活用して実施する事業であり、
年度内での完了が困難であるため。

2　総務費 1　総務管理費 まち活性化推進事業 87,104
国の補正予算による交付金を活用して実施する事業である
が、事業の実施に日数を要し年度内での完了が困難であるた
め。

4　衛生費 1　保健衛生総務費
水道事業会計補助及び出資事
業

16,236
国の補正予算により採択された水道事業の老朽配水管布設替
工事に対する出資であり、年度内での完了が困難であるた
め。

6　農林水産業費 1　農業費 団体営農業用施設等整備事業 7,461
畑地区の鹿野モロ５井堰改修工事において、再配分された県
予算を活用して実施する事業であり、年度内での完了が困難
であるため。

6　農林水産業費 1　農業費
地域農業水利施設ストックマ
ネジメント事業

40,126
大畑地区の五反田井堰、用排水路の改修及び木梨地区の和田
井堰改修において、再配分された県予算を活用して実施する
事業であり、年度内での完了が困難であるため。

6　農林水産業費 1　農業費 基盤整備促進事業 23,707

岡本地区におけるスマート農業の取組において、水稲栽培期
間中におけるセンサー動作確認等の調査が十分でなく、次年
度にわたって調査を継続する必要があり、年度内での完了が
困難であるため。
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款 項 事　　　　業　　　　名 金　　額 繰　　越　　理　　由

8　土木費 2　道路橋梁費 橋梁長寿命化修繕事業 56,339
経川橋橋梁補修工事において、入札不調により業者の決定に
時間を要したことにより、年度内での完了が困難であるた
め。

10　教育費 1　教育総務費 小中一貫校整備事業 1,319,644
滝野小中一貫校整備事業において、入札不調により事業者の
決定に時間を要したことにより、年度内での完了が困難であ
るため。

10　教育費 5　社会教育費 明治館管理運営事業 10,455
神社の財産処分に係る神社庁の承認に時間を要したことによ
り、年度内での完了が困難であるため。
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３　債務負担行為の概要

（追加） （単位  千円）

　補正予算の規模は、２６８，４１２千円の減額とし、一般会計の総額を２４，４２２，２１５千円といたします。
事　　項 期　　間 限度額 追　　加　　理　　由

小学校施設整備事業（社学園小学校　複合遊具設置工事実施
設計）

令和８年度まで 803
社学園小学校に設置する複合遊具について、夏休みに工事
を実施するためには、実施設計業務委託の契約を早期に締
結する必要があるため。

基幹水利施設ストックマネジメント事業（加古川西部Ⅳ期地
区）

令和１０年度ま
で

924 農業水利施設の補修・改修等に複数年を要するため。

水利施設管理強化事業（加古川西部Ⅱ期地区）
令和１１年度ま
で

600 農業水利施設の補修・改修等に複数年を要するため。
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事業概要
まちの拠点施設とやしろショッピングパークＢｉｏの間を流れる一級
河川下川は、まちの拠点における貴重な地域資源であることから、
兵庫県やイオンリテール㈱との連携のもと、下川を活用した、憩いとに
ぎわいの空間を整備します。

整備内容等

・道路関連（ストリートプリント、側溝蓋改修・交換、転落防止柵、
植生工等 ）
・ウォーキングコース（案内看板・ポール）
・電飾関連（桜並木ライトアップ、光るベンチ）
・展示・掲揚関連（ポール、屋外コンセント、こいのぼり、イルミ
ネーション等）
・その他（防犯カメラ） ※日常利用だけでなくイベントでの活用も想定

事業費
・整備工事費 ８５，６３４千円（一部補助対象外経費を含む。）
・備品購入費 ５０９千円
・消耗品費 ９６１千円
・合計 ８７，１０４千円

財源
・地域未来交付金（地域未来推進型） ４３，４２５千円

【補助率１／２】
・補正予算債 ４３，４００千円

【充当率１００％、交付税措置率５０％】

イメージパース

まち活性化推進事業（一級河川下川周辺整備） 資料No.１

※イオン社店の管理予定地については、イオンリテール㈱により整備を実施（整備内容が変更となる場合あり）
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資料 No.２ 

保育施設等物価高騰対策一時支援事業補助金 

 

１．事業概要 

 食料品等の物価高騰の影響による利用者負担の増加を抑制し、保育所等が継続的・安定的にサービスを提供できるよう、

保育施設等に補助金を支給する。 

 

２．事業内容 

 物価高騰による実費徴収額の利用者負担増加を抑制し、保育施設等が継続的・安定的にサービスを提供できるよう、市内

の保育施設等に対し定員区分に応じた、補助金を支給する。 

定員区分 補助基準額 

８０人～８９人 ３１４，５００円 

９０人～９９人 ３５１，５００円 

 

３．対象施設 

 市内の認可保育所、認定こども園、認可外保育施設 

 

４．事業費 

 ４，１０７千円 

 

５．財源 

 県：１０／１０ 

77


